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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

事　業　名 　地域づくりネットワーク事業

03 11 03

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 5-01 部・課

　地域づくりネットワーク長野県協議会規約

実施方法
国庫･
県単

　県、市町村及び地域づくり団体から構成される「地域づくりネットワーク長野県協議会」により実施

実施期間 H6 根拠法令等

県単独事業

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

　地域づくりの自主的・主体的な活動のすそ野を広げるため、地域づくり団体への情報提供、研修活動を通じたリーダーの育
成、地域づくり団体相互の交流の促進を図る。

対　象 　地域づくり団体（地域主導の地域づくりのための活動・研修等を行う民間団体及び個人）

目指すべき姿

　自主的・主体的な地域づくり活動を行う団体が増え、各団体相互の交流を拡大することにより、地域の活性化に向けた活動
を活発に展開し、活力あふれる元気な地域社会を構築する。
　（達成目標）　H24年度までに、自主的・主体的な地域づくり活動を行う団体数を増加させる。

事業内容

地域づくりネットワーク長野県協議会が実施する事業への支援
　○情報収集・提供事業
　　　　情報誌の発行、インターネットによる情報発信、全国研修会等への参加支援
　○研修・交流事業
　　　　やまびこフォーラム（協議会主催の研修・交流会）の開催、県内１０地方事務所単位で支部を設置し、研修・交流事業
　　　を実施、メーリングリストの設置による団体相互の情報交換の促進

23年度 24年度（当初）

350 260

350

350

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 0.10

千円 1,182

23年度事業費の主な内訳

千円 350 260
　負担金（地域づくりネットワーク長野県協議会）：350千円

千円 350 350 ―

千円

0.10 0.10

1,176 1,086

千円 832 826 826

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

メーリングリスト登録団体数（活） 団体 －

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
　　ネットワーク会員数 千円/団体

24年度（見込）

・ やまびこフォーラムを岡谷市で開催し、地域資源を活用
　した地域おこしをテーマに、県内の地域づくり団体が研
　修・交流を行った。
・ 会員向け情報誌の作成、配布
・ 会員団体の管理によるメーリングリストを開設した。

（効率指標　算出式）
　概算事業費　／　ネットワーク会員数

支部活動回数(活) 回 22

70

9.6

18

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

□　余地あり

左記以外のH23年度実績

ネットワーク会員数（新規加入数）(成) 団体 123（12） 136(22) 146(20）

23年度

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分

　活動のすそ野を広げるため、ネットワーク参加団
体の増加を図るとともに、より多くの地域づくり団体
の参加により、交流・研修を行う。

　地域づくりネットワーク長野県協議会への加入団体数が136に増加すると
ともに、協議会全体の交流事業として開催した「やまびこフォーラム」には21
の地域づくり団体等から110名が参加し、各地域の支部活動には延べ約90
団体が参加し研修・交流を行っており、自主的活動団体の増加及び団体
相互の交流拡大を進めることができた。

事業改善（有効性・
効率性）の余地

■　余地あり

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・ 中期総合計画の施策の柱である「交流が広がり活力あふれる地域づくり」における「魅力あふれる地域の元気づ
　くり」の主な取組の一つであり、地域づくりの主体的な活動のすそ野を広げ、地域づくり団体の活動をより一層活
　発化させるため、引き続き情報提供や研修・交流事業の支援を継続していく。
・ 今後、地域づくり団体による、より自主的・主体的な運営の実現に向けて、地域づくり団体の地域代表等から構成
　される幹事会の場で検討を進めていく。

特記事項

□　余地なし

⑤
事
業
の
課
題

区　分

県の関与を見直す
余地

8.6 7.4

・ 地域づくり団体の活動の活性化に向け、県が引き続き地域づ
　くりネットワーク長野県協議会に参画し、情報収集・研修などに
　ついて広域的に支援を行っていく必要がある。
・地域づくり団体による、より自主的・主体的な運営の実現に向
　け、協議会のあり方を団体と共に検討していく必要がある。

b
期待どおり

■　横ばい □　減少

□　当面余地なし

□　増加

□　余地なし ■　当面余地なし

22 22

判　定　・　説　明

内　線

E-mail

担
当
課

総務部　市町村課

2127

shichoson@pref.nagano.lg.jp


